
１. 重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　投資有価証券は会計年度末の時価で評価している。

(2) 固定資産の減価償却の方法

　固定資産の減価償却は、有形・無形ともに定額法を採用している。

(3) 引当金の計上基準

(4) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２. 会計方針の変更

３. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

４. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

５. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

0 3,280,000 0 3,280,000

科 目

　投資有価証券 1,038,576,000 860,416,000 870,320,000 1,028,672,000

　普通預金 9,087,000 860,248,972 869,335,972 0

　定期預金

財務諸表に対する注記

当期末残高

基本財産

当期減少額当期増加額前期末残高

　平成24年度より、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人
の認定等に関する法律の関連する規定に基づく会計基準（平成20年内閣府公益認定等委員会）に変更
した。

　賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため、当期に帰属する期間の支給見込み額を計上
している。

72,450652,050

3,153,805 1,357,257

2,468,8585,717,204

724,500

合 計

　ソフトウェア

　車両運搬具

　什器備品 4,511,062

8,186,062

1,039,1511,911,3492,950,500

0

科 目 当期末残高減価償却累計額取得価額

合 計 1,037,157,855 (1,031,952,000) (5,205,855)

―

小 計 5,205,855 (0) (5,205,855) 0

　情報処理機器類積立資産 1,400,000 (0) (1,400,000)

　減価償却引当資産 3,805,855 (0) (3,805,855) ―

特定資産

小 計 1,031,952,000 (1,031,952,000) (0) ―

当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

　投資有価証券 1,028,672,000 (1,028,672,000) (0)

（うち一般正味財
産からの充当額）

基本財産

科 目

　定期預金

1,739,655,972

―

（うち負債に対応
する額）

1,037,157,855

700,000 0 1,400,000

5,205,8551,014,850 0

0 3,805,855

3,280,000 (3,280,000) (0) ―

合 計

　減価償却引当資産 3,491,005

小 計 4,191,005

1,051,854,005 1,724,959,822

1,723,944,972 1,739,655,972小 計 1,047,663,000

314,850

1,031,952,000

特定資産

　情報処理機器類積立資産 700,000


